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１ 業務終了のお知らせ  

  年金記録確認関東地方第三者委員会（注１）は、受け付けた年金記録
の確認の申立ての調査審議が全て終了し、事後処理等を行い、平成
27年６月30日をもって業務を終了します。 

 （総務省組織令の一部を改正する政令の公布日：５月20日、施行期日：７月１日） 

 
２   活動実績 

      これまでに、103,191件の年金記録の確認申立てについて調査審議        
   を行い、このうち、49,644件について総務大臣から厚生労働大臣に対  
   して年金記録の訂正をあっせん（注２）。 
   
３   厚生労働省における新たな仕組み 

  年金記録確認関東地方第三者委員会は、平成19年７月、年金記録
問題に対処するために、総務省に臨時の機関として緊急に設置。 

  一方、恒常的な年金記録の訂正手続を整備することが求められ、平
成26年６月の法律改正により、厚生労働省に年金記録の訂正を求める
制度が創設。27年３月から、年金記録の訂正を求める手続を開始。 

 

（注１）  平成25年５月に、埼玉、茨城、栃木、群馬、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨及び長野の各地方        
     第三者委員会をブロック機関に集約。 
（注２）  受け付けた申立件数から、申立て取下げ等を除いた97,207件のうちの記録訂正割合51.1％。 
     件数は、平成25年５月の集約前の各地方第三者委員会の処理件数を含む。 

年金記録確認関東地方第三者委員会の 
業務終了及びこれまでの活動実績について 

年金記録確認関東地方第三者委員会の業務終了について 

 業務終了後の年金記録確認関東地方第三者委員会が調査審議を行った年金記録の確認申立
てに関するお問合せは、下記へお問合せください。 
 
 ＜お問合せ先＞ 
 総務省関東管区行政評価局首席行政相談官室 
  電話 ０４８－６００－２３４５ 

平成27年５月15日 
年金記録確認関東地方第三者委員会 
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２ 申立て受付件数 
 
   関東管区（埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、東京都、神奈川県、新

潟県、山梨県及び長野県）管内に所在する日本年金機構の年金事務所で受け
付けた申立ての件数は累計で128,842件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（年度別内訳） 

＊ 総務大臣に対する申立ては、日本年金機構の年金事務所で受け付けている。  
＊  日本年金機構の年金事務所で受け付けた申立てのうち、申立ての内容が定型的

で一定の条件に当てはまるもの等については、総務省年金記録確認第三者委員
会の包括的意見を受けて、日本年金機構段階で処理（記録訂正等）される。 

＊ 日本年金機構における申立て受付件数は、平成27年３月31日現在の速報値で
ある。 

２ 

年金記録確認関東地方第三者委員会の活動実績 

・ 総務省の地方支分部局である関東管区行政評価局に設置  
      委員長：池澤 幸一 氏 （弁護士）  
      委員数：88人（平成27年３月末現在）  
・ 平成19年７月、関東管区行政評価局に年金記録確認埼玉地方第三
者委員会を、茨城、栃木、群馬、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨及び
長野の各県に所在する行政評価事務所に茨城、栃木、群馬、千葉、東
京、神奈川、新潟、山梨及び長野地方第三者委員会を設置  
・ 平成25年５月、埼玉、茨城、栃木、群馬、千葉、東京、神奈川、新潟、
山梨及び長野の各地方第三者委員会を集約（年金記録確認関東地方
第三者委員会に改称）   
・ 平成19年７月12日に第１回委員会を開催以降、業務終了までの間に   
  15,727回の委員会・部会を開催 
 

年度 
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

（19.7～）             (～27.2) 

受付件数 17,746 23,177 27,171 26,928 14,146 8,261 7,032 4,381 



 ３ 申立ての処理状況 
   
  発足以来、関東地方第三者委員会における要処理件数（注）の累計は   

  103,191件で、その全件の処理を完了 
   （上記のほか、日本年金機構段階で20,952件を処理） 

 
 
 
 
 
   このうち、関東地方第三者委員会の審議を経て、総務大臣から厚生労働大臣   

  に対して記録訂正をあっせんした件数は49,644件(51.1%)  
  （記録訂正をあっせんした49,644件は処理件数103,191件から本人取下げ等5,985件を除いた     

    97,206件の51.1％にあたる） 
   （上記のほか、日本年金機構段階で14,454件を記録訂正） 
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年度別／累計の要処理件数、処理件数等 

３ 

（注）要処理件数：関東地方第三者委員会において調査・審議を要することとなった件数  
 要処理件数（103,191件） 
  ＝受付件数－日本年金機構段階処理件数－他の地方第三者委員会間との移送件数等 
   （128,842件）         （20,952件）                    （4,699件） 

＊ 件数は、平成25年５月の集約前の埼玉、茨城、栃木、群馬、千葉、東京、神奈川、
新潟、山梨及び長野の各地方第三者委員会の処理件数を含む。 

＊ 日本年金機構における処理件数は、平成27年３月31日現在の速報値である。  

年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 

当該年度の新規 
10,273  19,553  21,686  27,434  13,571  4,404  3,744  2,527  － 

要処理件数 
（累計①） (10,273) (29,826) (51,512) (78,946) (92,517) (96,921) (100,665) (103,192) (103,191) 

当該年度の 
1,508  17,145  23,553  28,107  20,150  5,531  3,804  3,389  5  

処理件数 
（累計②） (1,508) (18,653) (42,206) (70,313) (90,463) (95,994) (99,798) (103,187) (103,191) 

  記録訂正が必
要と判断 

765  6,685  11,538  14,080  10,402  2,583  2,001  1,590  0  

  (765) (7,450) (18,988) (33,068) (43,470) (46,053) (48,054) (49,644) (49,644) 

  記録訂正が不
要と判断 

611  9,432  10,419  12,428  9,005  2,775  1,642  1,246  5  

  (611) (10,043) (20,462) (32,890) (41,895) (44,670) (46,312) (47,558) (47,563) 

  
取下げ等 

132  1,028  1,596  1,599  743  173  161  553  0  

  (132) (1,160) (2,756) (4,355) (5,098) (5,271) (5,432) (5,985) (5,985) 

当該年度末時点 
の処理率 
（累計②／累計①） 

14.7% 62.5% 81.9% 89.1% 97.8% 99.0% 99.1% 99.9% 100% 

（  ）の数値は当該年度末の累計件数である。 



４ 記録訂正が必要と判断した事例（主なもの） 
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＜申立内容（概要）＞【取得日相違事案】 
 私は、昭和25年4月1日にA社に入社し勤務していたにもかかわらず、同年8月1日に厚生年
金保険に加入した記録となっており、申立期間（昭和25年4月1日～同年8月1日）の加入記録
が無い。 
＜審議内容＞ 
① A社が保管する人事関係資料等により､申立人が申立期間にA社に勤務していたことが確 
 認できる。 
② 同僚の供述等により、申立人と同じ経歴で同期に入社した複数の者の名前が判明。 
③ 同期入社の同僚は、入社日に厚生年金保険に加入していることが確認できることから、申
立人についても入社と同時に厚生年金保険に加入し、申立期間に係る厚生年金保険料を
事業主により控除されていたと推認される。 

※ 以上のことから、記録訂正が必要であるとしてあっせん。→ ４か月の記録が回復 

 厚生年金の事例 

＜申立内容（概要）＞【家計簿事案】 
 私は、申立期間（昭和58年10月～59年3月）について、国民年金保険料を納付していたにも
かかわらず、当該期間の保険料が未納とされている。 
 ＜審議内容＞ 
① 申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の保険料を全て納付済み。 
② 申立人の所持する当時の家計簿には、申立期間を含め、当時納付したとする保険料額の
記載があり、当時の保険料額と一致していることなどから保険料を納付していたと推認され
る。 

※ 以上のことから、記録訂正が必要であるとしてあっせん。 → ６か月の記録が回復 

 国民年金の事例 


